
様式第二（第二条関係） 
 

構造改革特別区域計画の変更の認定申請書 
 

平成１６年 ２月 ４日  
内閣総理大臣 殿 
 

 いなべ市長   日 沖   靖 
 
 
平成１５年１１月２８日付けで認定を受けた構造改革特別区域計画について下記のとお

り変更いたしたいので、構造改革特別区域法第６条第１項の規定及び同法附則第３条に規

定する措置に基づき、認定を申請します。 
 

 
 
記 

 
 
１．変更事項 
○計画本体 

   １ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
   ３ 構造改革特別区域の範囲 
   ４ 構造改革特別区域の特性 
   ７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
   ９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に

関する事業その他構造改革特別区域計画の実施に関し当該地方公共団体が必要

と認める事項 
○別紙 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者（８０７、９１４、９１６） 

   ３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日（９１６） 
   ４ 特定事業の内容（８０７、９１４、９１６） 
 
２．変更事項の内容 

     別添のとおり 
 



新 旧 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
  いなべ市 
 
３ 構造改革特別区域の範囲 
  いなべ市の区域の一部（旧藤原町） 
 
４．構造改革特別区域の特性 
  本区域は滋賀県・岐阜県に接する三重県の北の玄関口で、二方

が山で囲まれ山野草の宝庫と言われる藤原岳を中心に、鈴鹿国定

公園に指定された自然豊かな中山間農業地帯である。産業は昭和

初期からセメント及び石灰石関連製品製造工場を中心に栄えて 
きたが、昭和５０年に一社は撤退した。農業については昭和末期

のほ場整備後区域内のほ場約４５０ha の土地の約８０％は１０
数名の受託農家で守られている。 
  従って住民は昭和末期に開発された工業団地内企業（７社）及

び近隣市町村の企業等に就労しており、近年特に女性の就労増加

が顕著である。 
  人口は昭和２５年の約１０，０００人をピークに減少の一途を

たどり、現在は約７，３００人、加えて下表の通り少子高齢化が

進み老齢人口割合は約２７％、年間の出生数は約５５名程度であ

る。 
近年の少子化に伴い当区域内では幼児福祉・幼児教育の重要性

を再 
認識し、環境整備に力を傾注し、平成６年町内２箇所あった保育

所を統合、平成１３年に改築すると共に、平成１５年には５園あ

った幼稚園を１園に統合し保育所と同一敷地に併設し幼児教育 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
  三重県員弁郡藤原町 
 
３ 構造改革特別区域の範囲 
  三重県員弁郡藤原町の全域 
 
４．構造改革特別区域の特性 
  本町は滋賀県・岐阜県に接する三重県の北の玄関口で、二方が 
山で囲まれ山野草の宝庫と言われる藤原岳を中心に、鈴鹿国定公 
園に指定された自然豊かな中山間農業地帯である。産業は昭和初 
期からセメント及び石灰石関連製品製造工場を中心に栄えてき 
たが、昭和５０年に一社は撤退した。農業については昭和末期の 
ほ場整備後町内のほ場約４５０haの土地の約８０％は１０数名 
の受託農家で守られている。 

  従って住民は昭和末期に開発された工業団地内企業（７社）及 
び近隣市町村の企業等に就労しており、近年特に女性の就労増加 
が顕著である。 

  人口は昭和２５年の約１０，０００人をピークに減少の一途を 
たどり、現在は約７，３００人、加えて下表の通り少子高齢化が 
進み老齢人口割合は約２７％、年間の出生数は約５５名程度であ 
る。 

   近年の少子化に伴い当町では幼児福祉・幼児教育の重要性を再 
認識し、環境整備に力を傾注し、平成６年町内２箇所あった保育

所を統合、平成１３年に改築すると共に、平成１５年には５園あ

った幼稚園を１園に統合し保育所と同一敷地に併設し幼児教育

センター構想を構築し幼児福祉・幼児教育の充実を図った。 



センター構想を構築し幼児福祉・幼児教育の充実を図った。 
 
 

 ７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済
的社会的効果 
  行政区分及び目的内容を、詳しく理解されていない保護者ある

いは住民にとって、現行制度での疑問、不合理性の大半が解消さ

れる為理解が得やすく、就学前教育・保育に対する保護者の不安

も解消され、またこれらの諸問題にいち早く取り組む行政に対し

信頼感が芽生え、市の諸施策・諸事業への協力支援が大きく期待

出来る。 
  これまで以上に適切でタイムリーな、就学前教育・保育が効率

的に実施出来る。 
 具体的には現行保育所は４歳児１８名、５歳児１３名で保育活動

をしていたが、幼稚園児の４歳児及び５歳児とそれぞれ合同保育

することにより、１クラス３５名前後の編成となり適正な集団の

中で就学前教育・保育が出来る。 
 又保育所事務・幼稚園事務を１本化することにより、事務専任者

を半減することが出来る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済

的社会的効果 
  行政区分及び目的内容を、詳しく理解されていない保護者ある 
いは住民にとって、現行制度での疑問、不合理性の大半が解消さ 
れる為理解が得やすく、就学前教育・保育に対する保護者の不安 
も解消され、またこれらの諸問題にいち早く取り組む行政に対し 
信頼感が芽生え、町の諸施策・諸事業への協力支援が大きく期待 
出来る。 
  これまで以上に適切でタイムリーな、就学前教育・保育が効率 
的に実施出来る。 

 具体的には現行保育所は４歳児１８名、５歳児１３名で保育活動 
をしていたが、幼稚園児の４歳児及び５歳児とそれぞれ合同保育 
することにより、１クラス３５名前後の編成となり適正な集団の 
中で就学前教育・保育が出来る。 
又保育所事務・幼稚園事務を１本化することにより、事務専任者

を半減することが出来る。 



新 旧 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようと

する特定事業に関する事業その他構造改革特別区域計画の実施

に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
  当該地区においては、数年前より保育所と幼稚園教諭の人事交

流を精力的に行い、現在では約７割の職員が両施設の経験をし 
ており、今後も引き続き活発に人事交流を実施していきたい。 
又両施設の免許資格を取得していない職員に就いては取得を

指導し、新規採用にあたっては両施設の資格を併有する者のみ採

用対象としたい。 なお職員の給料表の統一に就いては既に実施

済みである。 
平成１６年度の入所入園手続きの一元化については、既に立案

済みで保護者の多様なニーズに応えられるよう準備している。 
又今後は保育所の保育指針・幼稚園教育要領に基づき、年間の

カリキュラムの整合及び行事計画等の事業を早急に推進すると

共に、合同保育を実施する両施設の部屋の選定作業等を実施して

いく。 
事務の１本化については現行の保育所・幼稚園事務の内容詳細

を精査し事務業務の標準化を図る。 
    

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようと

する特定事業に関する事業その他構造改革特別区域計画の実施

に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
  当該地区においては、数年前より保育所と幼稚園教諭の人事交 
流を精力的に行い、現在では約７割の職員が両施設の経験をし 
ており、今後も引き続き活発に人事交流を実施していきたい。 
又両施設の免許資格を取得していない職員に就いては取得を

指導し、新規採用にあたっては両施設の資格を併有する者のみ採

用対象としたい。 なお職員の給料表の統一に就いては既に実施

済みである。 
平成１６年度の入所入園手続きの一元化については、既に立案

済みで保護者の多様なニーズに応えられるよう準備している。 
又今後は保育所の保育指針・幼稚園教育要領に基づき、年間の

カリキュラムの整合及び行事計画等の事業を早急に推進すると

共に、合同保育を実施する両施設の部屋の選定作業等を実施して

いく。 
事務の１本化については現行の保育所・幼稚園事務の内容詳細

を精査し事務業務の標準化を図る。 
   本年１２月１日より近隣３町と合併する事になっている。従っ 
て当町の構造改革特別区域計画の、内容及びこれまでの取り組み 
経緯を説明し理解を求めていくと共に、上記事務業務に必要な人 
員の配置を新市の教育委員会に要望していく。 



新 旧 
別紙（807幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業）
 
２．当該規制の特例措置を受けようとする者 

    藤原町幼児教育センター 
     施設の設置主体：いなべ市 
     施設の規模  ：床面積 保育所  １,７２０㎡ 
                 幼稚園      ６８２㎡ 
     設置の所在地 ：三重県いなべ市藤原町川合 770番地 
４．特定事業の内容 
   事業に関与する主体：いなべ市 
   事業が行われる区域：いなべ市の区域の一部（旧藤原町）

   事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から

   概要： 構造改革特別区域計画の認定後直ちにカリキュラム、

諸行事等を更にきめ細かく精査整合し、４・５歳児の幼

稚園児及び保育所児の合同活動を幼稚園舎で実施する。

 
（914保育所における保育所児及び幼稚園児の合同活動事業） 

 
２．当該規制の特例措置を受けようとする者 

    藤原町幼児教育センター 
     施設の設置主体：いなべ市 
     施設の規模  ：床面積 保育所  １,７２０㎡ 
                 幼稚園      ６８２㎡ 
    設置の所在地 ：三重県いなべ市藤原町川合７７０番地 
 

別紙（807幼稚園における幼稚園児及び保育所児等の合同活動事業） 
 
２．当該規制の特例措置を受けようとする者 

    藤原町幼児教育センター 
     施設の設置主体：藤原町 
     施設の規模  ：床面積 保育所  １,７２０㎡ 
                 幼稚園      ６８２㎡ 
     設置の所在地 ：三重県員弁郡藤原町川合 770番地 
４．特定事業の内容 
   事業に関与する主体：藤原町 
   事業が行われる区域：藤原町の全域 
   事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から 

   概要： 構造改革特別区域計画の認定後直ちにカリキュラム、

諸行事等を更にきめ細かく精査整合し、４・５歳児の幼

稚園児及び保育所児の合同活動を幼稚園舎で実施する。 
 

（914保育所における保育所児及び幼稚園児の合同活動事業） 
 
２．当該規制の特例措置を受けようとする者 

    藤原町幼児教育センター 
     施設の設置主体：藤原町 
     施設の規模  ：床面積 保育所  １,７２０㎡ 
                 幼稚園      ６８２㎡ 
    設置の所在地 ：三重県員弁郡藤原町川合７７０番地 
 



新 旧 
４．特定事業の内容 
   事業に関与する主体：いなべ市  
   事業が行われる区域：いなべ市の区域の一部（旧藤原町）

   事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から

   概要： 構造改革特別区域計画の認定後直ちにカリキュラム、

諸行事等を更にきめ細かく精査整合し、４・５歳児の幼

稚園児及び保育所児の合同活動を幼稚園及び保育所で

実施する。 
 
（916保育の実施に係る事務の教育委員会への委任事業） 

 
２．当該該規制の特例措置を受けようとする者 

   藤原町幼児教育センター 
    施設の設置主体：いなべ市 

委任を受ける者：いなべ市教育委員会 
    設置の所在地  

いなべ市庁舎 三重県いなべ市員弁町笠田新田 111番地 
教育委員会   三重県いなべ市大安町大井田 2704番地 

 
３．当該規制の特例措置の摘要の開始の日 

直ちに保育に係る事務の一部を市教育委員会に委任し一元

化を図る。 
 

４．特定事業の内容 
   事業に関与する主体：藤原町 
   事業が行われる区域：藤原町の全域 
   事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から 

   概要： 構造改革特別区域計画の認定後直ちにカリキュラム、

諸行事等を更にきめ細かく精査整合し、４・５歳児の幼

稚園児及び保育所児の合同活動を幼稚園及び保育所で

実施する。 
 
（916保育の実施に係る事務の教育委員会への委任事業） 

 
２．当該該規制の特例措置を受けようとする者 

   藤原町幼児教育センター 
    施設の設置主体：藤原町 

委任を受ける者：藤原町教育委員会 
    設置の所在地  

藤原町役場 三重県員弁郡藤原町大字市場１１５番地 
     教育委員会 三重県員弁郡藤原町大字市場 493番地の１  

 
３．当該規制の特例措置の摘要の開始の日 

町合併前（本年１２月１日合併）に認可され、諸手続きをと 
る時間があれば、直ちに保育に係る事務の一部を町教育委員 
会に委任し一元化を図り、町合併後は新市に継承手続きをと

る。町合併後に認可されれば直ちに保育に係る事務の一部を

新市の教育委員会に委任し一元化を図る。 
 



新 旧 
４．特定事業の内容 
  事業に関与する主体：いなべ市 
  事業が行われる区域：いなべ市の区域の一部（旧藤原町） 
  事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から 
概要：保育に係る事務の一部（児童福祉法第２４条に規定す

る保育所の状況等の情報提供等の事務）を市教育委員

会に委任し一元化を図る。 
５．当該規制の特例措置の内容 
  当地区は人口の減少に加えて、少子高齢化が進み年間出生数

は約５５名程度を推移している。他方、当地区においても近

年女性の社会進出がめざましく、数少ない幼児が幼稚園と保

育園に分かれ、就学前教育あるいは保育を受けている。それ

に伴い、同一敷地内に設置されている幼稚園と保育所に係る

事務も健康福祉課所属の職員と教育委員会所属の職員、各１

名を本幼児教育センターに配置しているが、センター運営管

理事務については扱うデーター、処理方法も標準化が可能な

ため、この部分を地方自治法第１８０条の２の規定により、

また、特定事業により児童福祉法第２４条に規定する保育所

の状況等の情報提供等の事務を教育委員会に委任し事務の 
一元化を図る。それと共に、教育委員会・地域福祉課及び関

係機関と緊密な連携をとりながら、より円滑に効率的なセン

ター運営をしていきたい。 
なお国・県・関係機関との窓口は従来通り地域福祉課とし、

提出書類及び事業費補助金申請業務等の決済についても現 
課扱いとしたい。 

 

４．特定事業の内容 
  事業に関与する主体：藤原町 
  事業が行われる区域：藤原町の全域 
  事業の実施期間  ：構造改革特別区域計画の認定後から 
概要：保育に係る事務の一部（児童福祉法第２４条に規定す

る保育所の状況等の情報提供等の事務）を町または新

市の教育委員会に委任し一元化を図る。 
５．当該規制の特例措置の内容 
  当地区は人口の減少に加えて、少子高齢化が進み年間出生数 
は約５５名程度を推移している。他方、当地区においても近 
年女性の社会進出がめざましく、数少ない幼児が幼稚園と保 
育園に分かれ、就学前教育あるいは保育を受けている。それ 
に伴い、同一敷地内に設置されている幼稚園と保育所に係る 
事務も保健福祉グループ所属の職員と教育委員会所属の職 
員、各１名を本幼児教育センターに配置しているが、センタ 
ー運営管理事務については扱うデーター、処理方法も標準化 
が可能なため、この部分を地方自治法第１８０条の２の規定 
により、また、特定事業により児童福祉法第２４条に規定す 
る保育所の状況等の情報提供等の事務を教育委員会に委任 
し事務の一元化を図る。それと共に、教育委員会・保健福 
祉グループ及び関係機関と緊密な連携をとりながら、より円 
滑に効率的なセンター運営をしていきたい。 
なお国・県・関係機関との窓口は従来通り保健福祉課とし、 

提出書類及び事業費補助金申請業務等の決済についても現 
課扱いとしたい。 



新 旧 
規制の特例措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 いなべ市立藤原町幼児教育センター 
 住  所 三重県いなべ市藤原町川合７７０番地 
 設置主体 いなべ市 
 
規制の特例措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 いなべ市 
 住  所 三重県いなべ市藤原町市場１１５番地 
 概  要  平成１５年１２月１日 北勢・員弁・大安・藤原の

４町が三重県で初の合併を果たし、「いなべ市」とな

りました。「いなべ市」は、名古屋圏の一角に位置し、

滋賀県・岐阜県に接する三重県の北の玄関口として、

緑豊かな自然と平野を活かした農業と、都市近郊とい

う地理的条件を活かした工業立地が進む地域です。そ

の面積は約２２０k㎡で県内の市としては、熊野市に
次いで２番目となります。ここ員弁地区は、古くから

地形的にも文化的にも密接に交流し、一体の圏域とし

て発展してきました。市名である「いなべ」は約１、

３００年前の大豊元年（７０１）に国・郡の整備のた

めに制定された大宝律令に始まります。当地域には物

部氏の支系・猪名部族が居住していたことから、郡名

が「猪名部」と名づけられました。その後「員弁」と

標記されるようになり、その歴史の長さが裏づけられ

ています。 
この長い歴史の中で創造され継承されてきた伝統

文化を大切にしながら、市民のみなさんと一緒に新た

規制の特別措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 藤原町幼児教育センター 
 住  所 三重県員弁郡藤原町川合７７０番地 
 設置主体 藤原町 
 
規制の特別措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 藤原町 
 住  所 三重県員弁郡藤原町市場１１５番地 
 概  要  藤原町は昭和３０年５ヶ村（東藤原・西藤原・白

瀬・立田・中里）が合併して藤原村となり、昭和４

２年に町制を布き現在に至っており、三重県の最北

端に位置し、藤原町の北部、立田地区にある三国岳

はその名の示すとおり、滋賀県（近江国）・岐阜県

（美濃国）・三重県（伊勢国）の県境をなし、国道

３６５号線を通じて関ヶ原まで約２０分余り、名神

高速道路の利用など、まさに北の玄関口として近年

とみに交通の要所となってきた。 
総面積：６２．３７k㎡ 

      （総面積の６９％が山林、農地は９．２％を占めて

いる。） 
人 口：７，４８７人（男３，６０９人 女３，８７８人）

      （６５歳以上１，９９５人（２６．６％）） 
産 業：昭和末期までは兼業農家が多く見られた

が、ほ場整備後農作業を委託し、町内ある

いは近隣の企業へ就労する人が多くなっ

てきた。 



な「まちづくり」をめざします。 
 

総面積：２１９．５８k㎡ 
      人 口：４５，４２３人 

（男２２，４９５人 女２２，９２８人）

      世帯数：１３，８９９世帯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
規制の特例措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 いなべ市教育委員会 
 住  所 三重県いなべ市大安町大井田２７０４番地 
  概  要 いなべ市内 

幼稚園数  ５園 幼児数  ２５４人（２町のみ） 
小学校数 １５ 校   生徒数 １，４９１人 

       中学校数  ４ 校   生徒数 １，４９８人 
           （いずれも平成１５年１２月 １日） 

       特産品：梅及び梅加工品（藤原町農業公園） 
           しいたけ・マス・いわな 自然薯・山野草
       ISO 14001   平成１４年度取得 
        藤原町民憲章 
        わたくしたちは、美しい自然と豊かな人情に恵ま

れた藤原の町民です。この町を「秀真の里」とよん

だ古人の心を想い、おおらかに伸びゆくあしたをめ

ざし、この憲章を定めます。 
・先人の努力を受け継ぎ、自然を活かしたうるおい

のある町をつくります。 
・すこやかな心と体を養い、若い力で明るい町をつ

くります。 
・誇りを持って仕事にとりくみ、活気に満ちた豊か

な町をつくります。 
・語らいの輪を広げ、心のかよう住みよい町をつく

ります。 
生涯をとおして学習に心がけ、教養を深め、文化の

高い町をつくります。 
 

規制の特別措置を受ける主体の特定の状況 
 名  称 藤原町教育委員会 
 住  所 三重県員弁郡藤原町大字市場４９３番地の１ 
 概  要 「『どうか皆さん『出逢って下さい』『触れあって下

さい』そしてその輪を広げ『藤原の心を創って下さ

い』との町長の祝辞で平成元年４月２３日藤原町民

文化センターの竣工式が挙行され、その一角に藤原

町教育委員会が移転設置された。 



いなべ市の教育方針については近日中に、旧４町の教

育方針を基に精査整合し決定する。 
＜旧藤原町の学校・教育概要＞ 
教育行政の基本目標 
 ・町づくりの中核となる教育行政 
 ・２１世紀を展望した新しい教育理念の構築 
・生涯学習社会を構築する教育行政 
・教育環境を整備し、教育内容を充実させる教育行政 
平成１５年度小学校生徒数 

学 年 東藤原 西藤原 白 瀬 立 田 中 里 合 計

１年生 １８ ９ １４ １１ １９ ７１

２年生 １４ ８ ４ ６ １２ ４４

３年生 １９ １１ １６ １２ ２８ ８６

４年生 １２ １３ １７ １５ ２６ ８３

５年生 １８ １３ １８ ９ １５ ７３

６年生 １２ ９ ２１ １４ １０ ６６

合 計 ９３ ６３ ９０ ６７ １１０ ４２３

 
平成１５年度中学校生徒数 

学 年 生徒数 学 級

１ 年 生 ６５ ２ 
２ 年 生 ９４ ３ 
３ 年 生 ８８ ３ 
合 計 ２４７ ８  

 
教育行政の基本目標 
 ・町づくりの中核となる教育行政 
 ・２１世紀を展望した新しい教育理念の構築 
・生涯学習社会を構築する教育行政 
・教育環境を整備し、教育内容を充実させる教育行政 

 
 

平成１５年度小学校生徒数 
学 年 東藤原 西藤原 白 瀬 立 田 中 里 合 計

１年生 １８ ９ １４ １１ １９ ７１

２年生 １４ ８ ４ ６ １２ ４４

３年生 １９ １１ １６ １２ ２８ ８６

４年生 １２ １３ １７ １５ ２６ ８３

５年生 １８ １３ １８ ９ １５ ７３

６年生 １２ ９ ２１ １４ １０ ６６

合 計 ９３ ６３ ９０ ６７ １１０ ４２３

 
平成１５年度中学校生徒数 

学 年 生徒数 学 級

１ 年 生 ６５ ２ 
２ 年 生 ９４ ３ 
３ 年 生 ８８ ３ 
合 計 ２４７ ８  



 

 


